























































































































































































































































































































合　計 4．3 25．1 51．2 96．5
　さらに最近は，派遣技術者要員の水増し請求や納期を急いだ為の人件費の
支払い拒否，ソフトウェアのプログラムの欠陥を理由とした損害賠償が問題
となるなど経営環境も厳しくなってきており経営側の対応が注目される。
　技術革新により“産業のコメ”といわれる役割を演ずるまでになったL　S
I（大規模集積回路）とよばれるチップの飛躍的進歩が，同時にコンピュー
タ・ハードウェアの情報の大量蓄積と迅速処理の能力の飛躍的進歩をもたら
し，大型コンピュータ以上の性能を持つパーソナル・コンピュータも出現し，
オフィスや一般家庭に普及したことによる急激なソフトウェアの需要がソフ
トウェア業界の成長に繋がっている。しかし，この急激な成長の歪みとして
「二重構造的分業体制」といわれる産業構造や人材育成の遅れとソフトウェ
アの開発需要を消化するだけの人材の確保が難しいという問題を生んでいる。
　ソフトウェア技術者の人材不足は深刻な社会問題であり経営問題である。
　産業構造審議会の情報部会の検討によればソフトウェア技術者の供給の伸
びが現状のままであり，またソフトウェアの開発技法に大きな変化がないと
するならば，西暦2000年には約97万人のソフトウェア技術者が不足し“ソフ
トウェア・クライシス”が引き起こされると推定している。ソフトウェア技
（表1）ソフトウェア技術者の需給バランス（単位：万人）　術者不足はソフトウェアの開発が
　　　　　　　　　　　　　　　　　量的にも質的にも社会の二一ズに
　　　　　　　　　　　　　　　　　対応できないという深刻な事態に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）　　　　　　　　　　　　　　　　　なる。　（表1参照）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ソフトウェア業界の人材不足は
　　　　　　　　　　　　　　　　　「人材派遣業」として「単価ビジ
　　　　　　　　　　　　　　　　　ネス」が経営的特質といえる中小
　　　　　　　　　　　　　　　　　ソフトウェア会社においては営業
　　　　　　　　　　　　　　　　　収益に大きな影響を持つものであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　り経営基盤となる人材の確保，人
通商産業省機会1青報産業局編「2000年のソフトウェア人材1　材の育成を多角的に検討していか
（コンピュータ・エイジ社刊）
　　　　　　　　　　　　　　　　　なくては企業としての存続が困難
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になることが予想される。一部では，海外に人材を求めるといったソフトウェ
ア労働市場のグローバルな展開も見られるが，中小ソフトウェア会社は企業
としての基盤整備を急がねばならない状況にある。
6．今後の経営課題
　ソフトウェア会社が誕生したのは，昭和40年代のことであり25年しかたっ
ていない未成熟な業界といえる。コンピュータは30年間で数十万倍も機能を
向上させたがプログラム開発は3．6倍しか生産性を上げられなかったのが実
情である。ソフトウェア開発需要の急増が「二重構造的分業体制」といわれ
るソフトウェア産業の分業システムを生み出したのであり，この分業システ
ムは，中小ソフトウェア会社という「下請け制」を基盤として成立している。
　中小ソフトウェア会社は，「人材派遣サービス」による「単価ビジネス」
を経営の特徴としている。「人材派遣サービス」は，管理コストはかからず
派遣人員の頭数を揃えて手数料を稼げば良いのであり，本来のソフトウェア
会社もしくはソフトウェア技術者の技術力を売るのではなく時間もしくは派
遣技術者の人数を売る経営である。しかし，最近では開発システムの高度化
と開発コストの急増に対応してソフトウェア会社から派遣された人材を管理
しながらソフトウェアを開発するという方法をやめて，ソフトウェア会社に
システムの開発からインストレーションまで任せる「一括開発契約」を考え
る企業が増えてきているが，これに対応できる企業体質をもっているソフト
ウェア会社は少ないのが現実である。この「一括開発契約」は確かにソフト
ウェア会社の収入が増えるのであるが，納期が守れない場合は賠償問題があ
り，自社社員の管理費用や事務所経費などが大きな問題となり，リスクが多
く“ハイリスク・ハイリターン”の経営となる。また，これに見合う開発技
術やノウハウ，ソフトウェアの品質を保証できないなどの多くの問題がある。
　こうしたことからソフトウェア業界においても人件費コストの上昇などに
ともない費用対効果の考えが導入され始め，「生産性の概念」が重要な課題
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となってきている。しかし，品質を犠牲にした生産性の向上であってはなら
ないのである。ソフトウェアの品質とは「信頼性」「使用性」「利便性」と
いうことであろうが，この中でも「信頼性」が最も重視される。しかし，品
質の向上は，当然，優秀な人材の確保，研究開発投資などのコストがかかる
ことから生産性の向上とどの様にバランスさせるかが大きな問題となる。
　ソフトウェア開発の見積もりと生産管理技術を短期にどの様に習得するか，
市場環境の変化がこれまでのソフトウェア会社の経営を大きく変えようとし
ていると同時にソフトウェア技術者の管理，労働形態も変わらざるを得ない。
　ソフトウェア業界で「生産性の向上と品質の向上」のカギを握っているが
プロジェクト・マネジャーなのであるが，ソフトウェア技術者は仕事をする
中で経験的に人材育成をしてきた。つまりはプログラムの経験年数が高けれ
ば良かったこともあり，口数も少なく人間関係がうまくいかないという場合
が多く，中間管理職がコミュニケーションのキーポイントとなるにもかかわ
らず企業としての歴史も浅く人材が育っていないことが問題となっている。
　70年代以降，マイクロコンピュータが登場し定型的な技術計算，事務処理
は自動化され比較的容易にパソコンを使ってプログラムを作ることが可能に
なったために，ソフトウェアの専門家は繰り返しの多い単純な判断作業から，
例外処理の多い複雑な判断作業を自動化するプログラムを必要とする高度な
ソフトウェアの開発に携わる事になる。当然このプログラムは企業の利益を
生み出すことになる為に需要は多いのであるが，質の高いソフトウェアつま
り「高付加価値プログラム」を開発する人材が不足しているのが現実である。
　ソフトウェア作成作業は，個人差が大きく個人の資質に頼る度合いが極め
て高いといわれ，製造会社の様に機械化による合理化ができないのであり，
ソフトウェア業界の優良企業は，単に会社の規模や収益率などの経営基準で
は計れないのも事実である。ソフトウェア業界では「人間が企業の財産であ
り生産手段」である。これからは技術的知識・テクニック以外の個性，独創
性，集団指導力といった人間的能力が重視され，時代を読む力をもった革新
者としての自覚と責任をもった人材が必要となってきている。
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　こうしたことからソフトウェア業界は，人材の量から質への転換をめざし
た「人材＝専門家の育成」を最大の経営課題とする必要があるといえる。
　アメリカでは，P　L（製造物責任）法が制定され製造会社の社会的責任が
重くなっており，わが国においても近い将来同様の法制の整備が必要となっ
てくると予想される。ソフトウェア開発においても高度な医療用システムの
プログラムに間題があるために人命に関わる医療トラブルなどが生じた場合，
損害賠償などの訴訟が起こることも考えられるため，経営の危機管理として
対応を考えていかなくてはならないと予想される。
　新日本製鉄は，経営多角化の柱としているエレクトロニクス事業を育成し
ていくためにはソフトウェア開発が欠かせないとして，アメリカのソフトウェ
ア会社と合弁で会社を作ることに合意している。これはソフトウェア開発が
ここ2，3年が勝負であると判断し自社開発では間に合わないとの判断から
ノウハウを持った企業との合弁により開発力を強化しようというものである。
　こうした業界動向から，これからは「人材派遣サービス」による「単価ビ
ジネス」という経営体質から，ソフトウェア開発の設計からコストの見積り
やプロジェクト管理などの全体に責任を持てる経営体質をもったソフトウェ
ア会社しか存続・成長できないのであり，経営改革により厳しい経営環境に
対応できる経営体制の確立と事業成長戦略の検討が必要となってきている。
　中小ソフトウェア会社の経営課題としては
　　①経営者の意識改革
　専門経営者への意識転換
②企業経営としての基盤整備
　財務体質・組織的管理の強化
③人材の量から質への転換
　人材育成投資によるプロジェ
　クト・マネジャーなどの育成
④技術開発投資
　良質なソフトウェア開発のため
　の研究投資の推進
⑤中小ソフトウェア会社の組織化
　業務提携・協同組合などの検討
⑥中小ソフトウェア会社の合併
　企業体質強化による株式公開
　などの事項が検討されなければならないのであるが，これらの検討課題に
関しては，今後も研究を継続し論文発表の予定である。　（1991年11月10日）
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［注1
（1）「高度情報化社会」とは情報通信ネットワークが完全に社会基盤（インフラストラク
　　チャー）となった社会と定義され，情報が水道，電気，輸送（道路）などと同じ重要
　　度を持つことになる。
（2）今井賢一著　『岩波新書285情報ネットワーク社会』岩波書店，1990年。36頁参照。
（3）S　I　S（Strategic　Information　System）＝戦略i青報システムに関しては
　　高木晴夫・小坂　武著　　『S　I　S経営革新を支える情報技術』日本経済新聞社，1990
　　年。など多くの著作があり参考とした。
　　実践的なケース・スタディーとしては「花王」・「セブン・イレブン」が多くの著作
　　で取り上げられている。
　　田内幸一監修　『ゼミナールマーケティング理論と実際』T　B　Sブリタニカ，1991年。
　　緒方知行著　『セブン・イレブン　イトーヨーカ堂の流通情報革命』T　B　Sブリタニカ，
　　1991年。
（4）参考資料　通産省「システム・インテグレーション税制の概要」
（5）調査対象となったのはコンピュータ・メーカーとソフトウェア業者で，ソフトウェァ
　　業者は約1500社にアンケートを送付して680社（46％）の回答があった。
（6）業界の推定では社員5人程度の規模のものや学生アルバイトやパートタイマーを使っ
　　ている零細ソフトハウスなどが増えており実態は約9千社はあるといわれる。
（7）杉岡碩夫氏は「地域主義」の立場から立地論的に「地域産業，地場産業，都市型産業，
　　大企業関連産業，地域間産業」に中小企業分類をして「都市型産業を主として大都市
　　中心に発展する企業群を意味し，それは管理中枢機能の都市への集中に関連する産業」
　　と定義している。
　　杉岡碩夫編著　「中小企業と地域主義」日本評論社，昭和48年。21頁～25頁参照。
（8）日本ソフトウェア産業協会には開発待ちプログラムが1～2年分もあるという。
　　N　H　K取材班　『N　H　Kスペシャル　ヒト不足社会～だれが日本を支えるのか～』
　　日本放送出版会，1991年。7頁～8頁参照
（9）通産省の資格試験制度であり，毎年，受験者数が増加している。ソフトウェア会社で
　　は有資格者の数が「企業格付づけ」と「派遣料」を決める要因となるため社員に通信
　教育などを受講させている。最近はデータベース技術者試験制度やバイオテクノロジ
　　ー分野の技術者試験制度の創設も検討している。その他には郵政省が実施している
　　「電機通信主任技術者試験」があるが，これは任意資格試験ではなく第一種・第二種
　　の通信事業に義務づけられた法的制度である。最近はネットワーク・マネジャーの
　　（仮称）の育成策が検討されている。
（10）牧野　昇／三菱総合研究所編著　　『全予測90年代の日本』ダイヤモンド社，1989年。
　242頁～243頁参照。
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